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はしがき

　本書は、「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」成立直後の平成
20年に発行した旧著『自治体財政健全化法』の全面改訂版です。前著は、
新法成立後、できるだけ早く出版することをめざしましたので、法律の制
定過程に多くの記述が割かれ、制度運用に関する記述は不十分でした。そ
こで、章立ても含めてすべて見直し、新著としました。法施行以来、10年
間の運用過程で明らかになったさまざまな技術的な課題や、直近までの制
度改正の内容を織り込んでいます。
　この法律は、地方財政制度を理解するうえで1つの技術的な壁になって
います。そこでは、地方財政制度と会計学の両方の知識が求められるから
です。それがなければ、財政指標の意味するところが理解できません。壁
があることすら意識されていない可能性があります。また、法成立の経緯
が制度に反映されているところもあります。それらの点を掘り下げること
に、本書のねらいがあります。
　同法が制定された直後は、まったく新しい手続きが多数導入されました
ので、自治体の担当者の関心も高まりましたが、施行後10年が経過する
と、前年度の作業を踏襲するだけで、制度の意味を掘り下げて考えること
は少なくなっている印象です。しかし、それではいけません。改めて、同
法がどのような考え方で成り立っているのか、本書を手がかりにじっくり
と考えていただきたいです。
　監査委員による健全化判断比率などの算定の審査についても同様です。
前年度と同じ手続きで算定されていることを確認しただけで算定が適正、
と判断している可能性があります。本当に、従来の算定が正しいのか、常
に、法令に沿って点検することが必要です。健全化判断比率などの監査委
員による審査は、この法律の運用の生命線です。監査が適正に行われてい
るかの判断材料としても、本書を活用ください。

小西　砂千夫　
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序章 自治体財政健全化法と地方債の安全性

　総務省のホームページで「地方債の安全性」の欄をみると、次のように
書かれています。

　すなわち、１で地方債の元利償還金である公債費にかかる財源をマクロ
（地方財政計画）で保障しつつミクロ（個別団体）でも一部については地
方交付税によって財源保障することで、地方債の償還財源を、枠組みとし
て国が保障する仕組みがあるとしています。それがいわば前提条件となり
ます。ついで、２では、個別団体でみて、財政状況が悪化している団体に
対し、地方債の返済が困難になるほどの悪化を未然に防ぐために、地方債
のさらなる発行を制限するとしています。そして、３では「地方公共団体
の財政の健全化に関する法律」（本書では自治体財政健全化法）によっ
て、財政状況を開示しつつ、一定以上に財政状況が悪化すれば自主的な財

地方債の安全を守る仕組み（概観）
地方債の元利金は、以下の仕組みのもと確実に償還され、BIS規制の標準的な手法に
おけるリスクウェイトは0％とされています。
１　地方債の元利償還に対する国の財源の確保
○自らの課税権に基づいて地方税収入を確保
○地方財政計画の歳出に公債費（地方債の元利償還金）を計上
○公債費を含めた歳出総額と歳入総額が均衡するよう地方交付税の総額を確保
○地方交付税の算定において標準的な財政需要額（基準財政需要額）に地方債の元利
償還金の一部を算入
→　地方債の元利償還に必要な財源を国が保障
２　早期是正措置としての起債許可制度
○実質公債費比率が18％以上の地方公共団体に対する起債制限
○赤字団体への起債制限
→　個々の地方公共団体が地方債の元利償還に支障を来さないよう、地方債の発行を
事前に制限
３　「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」の施行
○財政指標の公表による情報開示の徹底
○財政指標が早期健全化基準以上となった団体について自主的な改善努力に基づく財
政健全化
○財政指標が財政再生基準以上となった団体について国等が関与した財政再生
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政健全化を図る法律上の規定を発動し、さらに悪化が進めば、国が関与し
て強制的に財政健全化を図る法律上の規定を発動させるとしています。そ
のことによって、地方債の安全性は保たれるというわけです。
　つまり、自治体財政健全化法は、地方債が確実に償還されるための最後
の砦と位置づけられています。なぜ、確実に償還されるかといえば、それ
は、一種の同義語反復ですが、法律の規定に基づき、確実に返済するよう
に財政健全化の手続きを強いるからということです。
　そうなると、そこで真に問題になるのは、「本当に返済できるか」では
ありません。強制的に財政再建過程を適用する法律上の引き金（財政指標
の設定値）が、「財政再建を最優先する予算を組む限り、地方債の償還は
可能」という水準以内に設定されているかが最重要となります。併せて、
その財政指標が抜け穴だらけで操作可能なものではないことも要件です。
自治体が確信犯で虚偽の数値を報告することも回避できなければなりませ
ん。この３つが、自治体財政健全化法の生命線です。
　自治体財政健全化法は平成19年に成立し、20年度決算から本格適用とな
りました。旧来の自治体の財政再建法制である地方財政再建促進特別措置
法を廃止して、新しい法律として制定されたものです。そのねらいは、ま
さにその３つについて、旧法では対応できなかったところを大幅に見直す
ところにありました。その結果、自治体財政健全化法を最後の砦として、
地方債の安全性は守られているといえます。
　地方債は、国が肩代わりするとはうたわれていませんが、返済は問題な
く行われることから、「暗黙の政府保証」があるなどといわれます。いざ
となれば、国が明に暗に乗り出して、なんとかするというイメージでしょ
うか。しかし、そのようなものは存在しません。あるのは、自治体財政健
全化法などの法律上の仕組みです。
　地方債の安全性を担保する３つの条件の内容を正しく理解するには、一
定の制度的・法律的な知識が必要です。地方債という金融商品を取り扱う
金融関係者に、それを求めるのはなかなかたいへんなことです。暗黙の政
府保証があるという理解は正確ではありませんが、地方債の償還確実性と
いう結果が大切ですので、誤解をしていること自体は問題とはなりませ
ん。
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　しかし、自治体の関係者はけっして誤解をしてはいけません。地方債が
償還確実なのは、本当に財政状況が悪くなったときに、国が特別なサポー
トをしてくれるからではなく、あくまで自力再建であって、最終的には厳
しい財政再建規定に従うことを強いられるからです。いいかえれば、自分
で借りた金は最後の１円まで自力で返済するということです。
　したがって、自治体財政健全化法は、少なくとも自治体のモラルハザー
ドを誘うことはありません。その一方で、財政状況を悪化させた責任が当
該団体にあるとしても、国が自治体の財政再建に関与するのは強権発動が
過ぎるのではないかという批判はあり得ます。それはつまり、自治体財政
健全化法における強制的に財政再建過程を適用する法律上の引き金（財政
指標の設定値）が、十分自力で再建できる範囲であってはならないという
ことです。そうだとすれば過剰介入だからです。つまり、もはや自力再建
が危ういけれども、財政再建を最優先する予算編成に転換すれば、自力再
建が可能な状態に引き戻すことができる水準に設定しなければならない、
ということです。
　では、なぜ自力返済にこだわる必要があるのでしょうか。理由は２つあ
ります。１つは、本質的に自治体は民間の活動を支援することはあって
も、自らがその阻害要因となってはいけない、ということです。これはい
わば本源的性格とでもいうものです。自治体が破綻をすれば金融や経済は
混乱し、個人や地域経済の活動に重大な影響を与えます。それは許されま
せん。もう１つは、どこか特定の自治体が財政破綻をすれば、他の自治体
でも同じことが起きるのではないかと受け止められ、関係のない自治体ま
でもリスクありとして、金利が上昇する懸念があることです。つまり、特
定の自治体が他の自治体に迷惑をかけることはあってはなりません。自治
体は一種の共同体を形成しているからです。法と秩序を守るという本源的
な性格から派生することとして、自治体同士が協力し合って迷惑をかけな
いことが求められます。
　法的な枠組みで地方債の安全性を守る際に、残された問題は、貸し手の
モラルハザードは放置していいのかということです。自治体からの借入の
申し入れに対して、不適法で適債性のない借入かもしれないと感じていて
も、返済確実性があるならば貸してしまえ、と金融機関が判断するのはモ
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ラルハザードといえるからです。それを回避するには、債権放棄を一部で
あっても課すべきという論理はあり得ます。もっとも論理的にはあり得て
も、本当にそれをすることが、一体どれほどの社会的なメリットがあるの
かを考えれば、それをすべきとはとてもいえません。
　以上が、自治体財政健全化法に係るコアとなる論理であり、考え方で
す。それに同意するならば、残りの問題は、本当にそのねらい通り機能さ
せるには、どのように制度設計すべきかの技術的な諸課題と、自治体財政
健全化法の運用と他の制度との整合性などの政策論となります。以下で、
順にそれを検討していきますが、特に技術論はなかなか難しいところがあ
ります。抽象論ではなく、実務に係るだけに困難は大きいです。自治体財
政健全化法は施行後、一度、小幅に改正されましたが、それは制度のねら
いが変わったのではなく、ねらい通りに機能させるための見直しとしての
ものでした。今後も制度の手直しが必要になることは十分予想されます。
また、技術的に困難を伴うだけに、全国の自治体のすべてで正しく運用さ
れることも容易なことではありません。それらは常に大きな課題です。
　自治体財政健全化法は、地方財政に係る秩序を守っています。その意味
で重要なものです。普段はその働きがみえない方が望ましい。みえるとき
は危機が訪れたときだからです。また、みえないだけに、意識的にその機
能を十分に理解する必要があります。本書では、同法が制定された過程を
振り返りながら、その機能と効果を説明し、制度理解に資するように努め
ます。

　第１章から第４章は、実務編ともいうべき内容で、制度運営にあたる自
治体の担当者を含めた制度の基本を理解したい読者に向けた解説としまし
た。第５章から第７章までは、いわば政策編として、債務調整の是非、唯
一の再生団体である夕張市の再建、第三セクター改革や地方公会計、地方
公営企業改革などの関連する制度運営を取り上げ、終章では健全な財政運
営のうえで留意すべきことに触れています。政策企画を指向する読者に向
けて書かれた部分です。

　自治体財政健全化法については、制度解説の参考となる資料はあまりあ
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りませんが、次の２つは是非参照してください。
　・三橋一彦「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」『地方財務』
2007年８月号

　・平嶋彰英「地方公共団体財政健全化法成立から三年を経て～制度設計
を振り返り、影響を検証する～」『地方財政』2010年７月号


